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  平成 29年４月 20日 

国家戦略特区ワーキンググループ委員 原 英史 

 

国家戦略特区に係る広報について 

 

１、 広報の重要性 

特区での成功事例の広報により、それぞれの事業そのものの

広報にとどまらず、他地域での活用を促し（特区になっていな

い地域の自治体・民間事業者に、規制改革による経済成長・地

域活性化に向けた取組の可能性を示すことを含め）、日本全体

への効果拡大を期待できる。 

 

２、 最近の広報活動の実績 

 ・シンポジウムなどイベント 

 ・テレビ番組 

 ・パンフレット 

 ・ホームページでの成功事例紹介 など 

 （詳細別紙） 

 

３、 広報の強化に向けて 

 ・シンポジウムの継続・拡充（首長のご参加、地域での開催、

他イベントとの連携など） 

・共同事務局長など「特区の顔」の役割 
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（別 紙） 
 

国家戦略特区の主な広報活動 

 

シンポジウムなど 

（１）内閣府主催「国家戦略特区シンポジウム」 

＜平成２８年度＞ 

日時・会場 平成２８年９月１２日・虎ノ門ヒルズフォーラム 

出 演 者 山本内閣府特命担当大臣（地方創生、規制改革） 

特区諮問会議議員 八田 達夫氏、竹中 平蔵氏 

自治体首長    小池都知事、熊谷千葉市長、小泉成田市長、 

広瀬養父市長、奥山仙台市長、菅今治市長 

ゲストパネラー  経済ジャーナリスト 磯山 友幸氏 

ｱｰﾃｨｽﾄ/ﾏｻﾁｭｰｾｯﾂ工科大学助教 尾崎 マリサ氏 

認定 NPO法人ﾌﾛｰﾚﾝｽ 代表理事 駒崎 弘樹氏 

㈱百戦錬磨代表取締役社長 上山 康博氏 

来場者数  ３７５名 

ライブ配信（ニコニコ生放送） 視聴者数 19,169名（コメント者数 7,488名） 

 

＜平成２７年度＞ 

日時・会場 平成２７年６月２６日・虎ノ門ヒルズフォーラム 

出 演 者 石破内閣府特命担当大臣、平内閣府副大臣、小泉内閣府大臣政務官 

特区諮問会議議員 八田 達夫氏、竹中 平蔵氏、秋池 玲子氏 

自治体首長       黒岩神奈川県知事、小泉成田市長、 

井戸兵庫県知事、篠田新潟市長、広瀬養父市長、 

髙島福岡市長、門脇仙北市長、前田東京都副知事 

ゲストパネラー  現代美術家/ﾏｻﾁｭｰｾｯﾂ工科大学助教 スプツニ子！氏 

MIKAWAYA21代表取締役社長 鯉渕 美穂氏 

来 場 者 数  ３６５名 

ライブ配信（ニコニコ生放送） 視聴者数 20,082名（コメント者数 6,288名） 

 

（２）自治体主催のシンポジウムなど 

・養父市 「国家戦略特区と養父市創生～小さなまちの大きな挑戦～」（平成２８年３月１２日） 

        出演者 広瀬養父市長、井戸兵庫県知事 

            （公財）都市化研究公室 光多理事長 

            漫画家 弘兼 憲史氏、㈱Amnak 藤田代表取締役 他 
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・仙北市 「地方創生この指とまれ～市民のやる気がまちを元気に～」（平成２７年７月１９日） 

         出演者 門脇仙北市長、慶應義塾大学大学院 岸教授 

国家戦略特区ワーキンググループ 原委員 

俳優 中尾 彬氏、女優 池波 志乃氏 

㈲グランビア 金子代表取締役社長 他 

      「地方創生この指とまれ～近未来技術が拓く田舎の未来～」（平成２８年７月２９日） 

        出演者 門脇仙北市長 

㈱ディー・エヌ・エー 中島執行役員 

            Needs-One Co.Ltd  牧浦氏 他 

・愛知県 「国家戦略特区セミナー」（平成２９年１月２３日） 

        出演者 大村愛知県知事 

国家戦略特区ワーキンググループ 原委員 

㈱ブルーチップファーム 馬場代表取締役 

㈱ベアーズ 高橋取締役副社長 他 

 

ＴＶ番組（国家戦略特区特別番組） 

＜平成２８年度＞ 

番 組 名 ジャパン大逆点 ～東北の小さな町の大きな挑戦～（ＢＳ朝日） 

放送日時 平成２８年１２月２４日（再放送：１２月２８日） 

内  容 仙北市の国家戦略特区における取り組みを、門脇仙北市長にスポット 

をあて、その熱い思いなど、生の声を放送。 

 

＜平成２７年度＞ 

番 組 名  地方元気 de日本元気！～国家戦略特区・養父市の挑戦～（ＢＳ－ＴＢＳ） 

放送日時 平成２８年３月２０日 

    内    容 養父市の国家戦略特区の取り組みに関わる人物の思いにスポットを 

あて、国家戦略特区により養父市にもたらされている効果を紹介。 

 

パンフレット（国家戦略特区を使った地方創生） 

・平成２８年２月作成 ＨＰにて公表、全国の自治体へ配布 

 

特例措置のＰＶ映像 

 ・特区民泊（平成２８年７月２８日からＨＰにて公開） 

－今後、ＨＰにて順次、公開予定 

・家事支援外国人材の受入れ（神奈川県） 

  ・地域限定保育士（神奈川県） 

  ・農家レストランの農用地区域内での設置容認（新潟市） 

  ・企業による農地取得（養父市） 


